
１

【新たな都市像を実現するための税財源の確保】

真の分権社会を構築し、指定都市が目指すべき都市像を実現するため
の税財源の確保を、２つの視点から求める。

視点 内 容

事務と財源の
不均衡の是正

＜現状の不均衡状態の是正＞

事務配分の特例に応じた税源、大都市特有の財政需要
に見合う税源の確保の必要性。

事務・権限の
移譲に伴う

確実な財源措置

＜事務・権限の移譲に伴う財源措置＞

新たな事務・権限移譲に伴う確実な税財源の確保の必
要性。

〔参考資料〕

資料２-３



真の分権社会において
その役割を担う

「新たな都市像」を実現

事務・権限に対して

十分でない税財源

【税財源の確保を２つの視点】

事務と財源の

不均衡の是正

事務・権限の
移譲に伴う

確実な財源措置

２

（必要となる税財源の確保）



３

○事務と財源の不均衡の是正

事務・権限と税財源の不均衡状態にある２点について是正を目指す。

（１）大都市特有の財政需要に対し不十分な税財源

圏域の中枢都市としての役割や、人口の集中・産業の集積に伴う

都市的課題から生ずる大都市特有の財政需要に対する不十分な税

制措置

⇒ 都市税源である消費・流通課税（地方消費税）及び法人所得

課税（法人住民税）の配分割合を拡充



４

○都市的財政需要（全国平均との比較）

○都市の課題（全国平均との比較）

○事務と財源の不均衡の是正



５

○事務と財源の不均衡の是正



６

○事務と財源の不均衡の是正

（２）事務配分の特例に対し不十分な税財源

「指定都市からの行政サービスの提供」と「道府県税としての負
担」による受益と負担のねじれ

⇒ 大都市特例税制の創設による大都市税源の充実強化



７

○事務・権限の移譲に伴う確実な財源措置

移譲される事務・権限に見合う税制上の措置により、財源の確保を目
指す。

（１）移譲される事務・権限に見合う安定的な税財源の確保

税源の移譲に当たっては、必要となる財源を確実に措置するとと
もに、その税目は、税収が安定して、かつ、偏在性の低いものと
すること。

⇒ 地方消費税（交付金）、個人・法人市民税

（２）移譲される事務・権限に応じた税源の移譲

移譲される事務・権限の内容に応じた「国税から地方税」、「道
府県税から市税」への税源移譲の必要性。


